
 

（別記）                 

令和７年度沖縄県水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

  沖縄県の水稲栽培は、亜熱帯気候という暖かい気象条件を活かして二期作を行ってい

る。しかし、二期作目は台風や干ばつといった気象リスクが大きいことから、台風や

干ばつに強く栽培しやすい等の理由によりさとうきびへの転作が進められてきたこと

等により、水稲の作付面積は減少している。 

  沖縄本島中北部の水田地帯では、田芋が地元食材としての需要が強く、安定して栽培

されている。その他の水田地帯では、い草や花き類などが地域の振興作物として栽培

されている。一方、生産者の高齢化や担い手不足に悩まされており、各施策と連携し

た担い手の育成・確保が急務となっている。 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

 主食用米については、高齢化が進んでいることに加え、本県の気候特性や台風の常襲地

帯であることから単収が低い。このことから、栽培技術の向上による単収向上や、収益力

を強化するため高収益作物への転作を支援する必要がある。 

 地域の需要に応じた作物選択を行い適地適作の推進を図るとともに、高収益作物への転

換を維持するよう産地交付金を活用して支援する。また、加工用米について、県内の地場

産業と連携し泡盛原料用米とすることで、海外輸出に向けた取組を行う。 

 高収益作物等について、令和７年度は取組面積 24.8ha、販売額 144,943 千円を目標と

する。 

生産・流通コスト低減に向けた農地の集約化等について、市町村等と検討を進める。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

 水田として活用することが困難であることや水稲の作付が見込めない水田については、

高収益作物の転換に誘導し、畑地化についても更なる周知を図り進めていく。 

 水田の利用状況の点検については、各市町村において水田台帳を整理していることや農

家の営農計画で作付意向や現場確認を行うなど点検を行っている。県は、各市町村からの

点検結果を聞き取り、水稲の作付が見込めない水田について地域の状況を勘案し、畑地化

支援を活用するよう促す。 

 本県の水田は、面積が小さく点在していることから、ブロックローテーションや集落営

農が困難な状況にある。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

  沖縄県の一期作の米は、他県よりも収穫が早いため、早場米としての需要が高い。そ

のため、一期作は確実に作付を行い、栽培面積を確保していく。さらに、気候変動に

よる生理障害や病害虫対策、その他の栽培技術の向上に努め、単収向上を目指す。 

令和７年産については、全国の需給バランスに配慮しつつ、平成 29 年産までの本県

のシェアと生産実績を基に、生産数量目標に代わる県独自の生産目安を算定した（目

安面積 813ha）。 

 



 

  主食用米の作付面積は減少傾向にあるが、近年と同程度の作付面積を維持しつつ、単

収の向上により生産量を確保することを目標とする。 

また、担い手の育成・確保が課題となっていることから、認定農業者や地域計画で目

標地図に位置付けられた経営体等、担い手への農作業の受委託や土地利用集積を推進す

るとともに、一定の経営規模を有する生産者に対しては、ナラシ対策への円滑な移行を

図る観点からも、認定農業者への誘導を図る。 

 

（２）備蓄米 

  現在、県内の水田での栽培や備蓄の取扱実績は無い。 

 

（３）非主食用米 

 

  ア 飼料用米 

  取組に向け令和３年度から産地交付金の使途で「水田高度利用助成」を設け支援

している。令和６年産に 0.71ha の取組が行われ、令和７年産は 0.71ha の取組維持を

目標としている。多収品種を利用する際には、ほ場や乾燥調整施設において、主食用

米へのコンタミ防止対策が必要であることや、飼料としての品質向上の課題があるこ

とから、まだ試行錯誤を重ねている。畜産農家や関係機関と十分調整を行った上で、

需要に応じた生産に取り組む。 

 

  イ 米粉用米 

   取組に向け令和３年度から産地交付金の使途で「水田高度利用助成」を設け支援し

ている。令和６年産に 1.81ha の取組が行われ、令和７年産は 1.86ha の取組継続を目

標としている。取組の際は関係機関と十分調整を行った上で、需要に応じた生産に取

り組む。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

   現在県内での栽培は無い。取組が行われる場合には、関係機関と十分調整を行った

上で、需要に応じた生産に取り組む。 

 

  エ WCS 用稲 

   取組に向け令和３年度から産地交付金の使途で「水田高度利用助成」を設け支援し

ている。令和６年産に 42.37ha の取組が行われ、令和７年産は 43.8ha の取組継続を

目標としている。多収品種を利用する際には、ほ場において、主食用米へのコンタミ

防止対策が必要であることや、飼料としての品質向上の課題があることから、関係機

関と意見交換を重ねている。引き続き、畜産農家や関係機関と十分調整を行った上

で、需要に応じた生産に取り組む。 

 

  オ 加工用米 

   令和元年度から、県内での栽培が行われている。県内泡盛製造業者等から、原料米

供給の強い要望があるため、農家、需要者、関係機関と十分調整を行い、水稲二期

作において、需要に応じた生産に取り組む。令和７年産は 36.0ha（生産量 117t）を

目標とする。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

  麦、大豆に関しては、現在県内の水田での栽培は無い。飼料作物は、県内での栽培実

績は少ないが、取組の際には、需要に応じた作付を行う。 

 



 

 

（５）そば、なたね 

  現在、県内の水田での栽培は無い。 

 

（６）地力増進作物 

  現在、県内の水田での栽培は無いが、取組の際には、地域と調整のうえ実施する。 

   

（７）高収益作物 

  主食用米から、より収益性の高い他の品目への誘導のため、干ばつや台風被害のリス

クを回避しつつ、地域振興作物（野菜等の高収益作物やその他の作物）の作付に対し

支援を行う。 

  二期作については、干ばつや台風被害の懸念から作付しない水田があるが、米の二期

作に代わる品目の選定を関係機関と意見交換し検討する。 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ７ 産地交付金の活用方法の概要  

別紙のとおり 
 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

599 0 813 0 813 0

0 0 0 0 0 0

0.71 0 0.71 0 0.71 0

1.81 0 1.86 0 1.86 0

0 0 0 0 0 0

42.37 0 43.80 0 43.80 0

36.00 0 36.00 0 36.00 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

・子実用とうもろこし 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

18.50 0 24.80 0 24.80 0

・野菜 0 0 0 0 0 0

・花き・花木 4.21 0 5.10 0 5.10 0

・果樹 0 0 0 0 0 0

・その他の高収益作物 14.29 0 19.70 0 19.70 0

0 0 0 0 0 0

－ 0 0 0 0 0 0

0 0 1.25 0 1.25 0

高収益作物

その他

畑地化

そば

作物等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

麦

大豆

飼料作物

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和８年度の
作付目標面積等

なたね

地力増進作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績）
（2024年度）

目標値
（2025年度）

取組面積（ha） 18.50 24.80

販売額（千円） 185,617 144,943

取組面積（ha） 44.89 46.37

販売額（千円） 2,954 3,178

取組面積（ha） 36.00 36.00

単収１期（kg/10a） － 359

単収２期（kg/10a） 353 353

取組面積（ha） 32.10 32.10

泡盛原料用米の

販売量（t）

取組面積（ha） 3.87 3.87

直接契約の

販売量（t）

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

4

5

使途名 目標

3

整理
番号

対象作物

2

1 高収益作物

WCS用稲、飼料用米、
米粉用米

加工用米

加工用米

加工用米

高収益作物への転作
助成

水田高度利用助成

加工用米作付助成

加工用米県内供給加
算助成

加工用米直接契約加
算助成

116.8116.8

10.26 10.26



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：沖縄県

1 高収益作物への転作助成 1 10,000
別紙「助成対象作物一覧」に定める「高収益作物」
（田芋を除く）

作付面積に応じて助成

1 高収益作物への転作助成（田芋） 1 12,000 別紙「助成対象作物一覧」に定める「高収益作物」 作付面積に応じて助成

2 水田高度利用助成 1 12,000 WCS用稲、飼料用米、米粉用米 作付面積に応じて助成

3 加工用米作付助成 1 30,000 加工用米 作付面積に応じて助成

4 加工用米県内供給加算助成 1 15,000 加工用米
泡盛原料用等として生産・県内販売した場合に作付面積に
応じて助成

5 加工用米直接契約加算助成 1 20,000 加工用米
直接生産者と直接実需者間の直接の契約による生産・販
売した場合に作付面積に応じて助成

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくださ
い。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。



 

別添 

 

沖縄県農業再生協議会 会員 

団体名 役 職 

沖縄県農林水産部 農業振興統括監 

一般社団法人沖縄県農業会議 

（沖縄県農業委員会ネットワーク機構） 

事務局長 

沖縄県土地改良事業団体連合会 総務部長 

沖縄県農業協同組合中央会 農政営農部長 

沖縄県米穀卸売業者連絡会 代表理事 

沖縄県農業協同組合 営農販売部長 

沖縄県担い手育成総合支援協議会 事務局 

沖縄県耕作放棄地対策協議会 幹事長 

沖縄県農業共済組合 常務理事 

公益社団法人沖縄県農業振興公社 

（沖縄県農地中間管理機構） 

事務局 

 

 

 

沖縄県農業再生協議会「水田・米検討部会」【部会長：沖縄県糖業農産課長】 

 

沖縄県 

沖縄県農業会議 

沖縄県土地改良事業団体連合会 

沖縄県農業協同組合中央会 

沖縄県米穀卸売業者連絡会 

沖縄県農業協同組合 

沖縄県担い手育成総合支援協議会 

沖縄県耕作放棄地対策協議会 

沖縄県農業共済組合 

沖縄県農業振興公社 

市町村代表 

※部会長は、検討課題の内容により、部会員の中から必要メンバーを選んで部会を開

催する。また、必要に応じ関係者を参加させることができる。 

 


